（様式第２－１号）

１　事業者概要
	（１）事業者概要

	法人名
	

	代表者名
	

	設立年月日
	

	法人の沿革
	

	資本金
	

	
従業員数

	役　員
	

	
	正社員
	

	
	その他
	

	本店所在地
	

	支店・営業所数
	

	本市を担当する
支店等の名称
	

	同所在地
	

	主な業務内容
	



	（２）経営状況

	財務状況
	直近２年間の財務諸表を添付すること。

	その他特記事項
	（その他、経営状況を判断するうえで必要な事項があれば記載、資料を添付すること。）

	（３）受託実績（本書提出日時点）

	ア 契約自治体数
（うち利用者数が本市（約1,000人）と同規模以上の自治体数）
	か所
（　　　　　　　　　　か所）

	イ 県内実績の有無
	有・無

	ウ 上記イで「有」の場合、自治体名をすべて記載すること



	








２　受信センターの体制
	受信センター
設置場所
	


	（１）職員体制について（センターの職員数及び有資格者の配置状況を記載すること。）





	（２）受信センター職員の研修実施状況について






	（３）回線数やシステムの運用状況について（回線数、利用者の状況の確認・通報対応が速やかに行えるシステム運用か記載すること）










	（４）バックアップ体制について（バックアップセンターの設置場所、設置数、職員体制及び回線数など記載すること。）













３　受信センターの対応
	（１）緊急通報受信業務及び相談業務について（緊急通報時の利用者の身体状況等の確認・連絡体制などの対応、様々な相談内容に対する対応等）











	（２）お伺い電話業務について（定期的な実施、通話内容等）









	（３）災害時の対応業務について（情報伝達体制や安否確認方法、安否確認が取れない時の対応等）









	（４）その他取組について（電話での対応が困難な利用者への対応、無応答時の対応など、自社で工夫されていることを記載すること）









４　緊急通報装置に関すること
	（１）設置時の体制について（利用者への取り扱い説明方法や工事等）







	（２）撤去・故障等異常時の体制について（撤去工事の対応、異常の検知及び早急な対応体制等）







	（３）安否センサーの機能について
（効果的な見守りが可能であるか、誤報対策ができているか）







	（４）緊急通報装置及び固定電話回線不要の緊急通報装置について
（高齢者等にとって操作しやすい装置となっているか、家内のどこにいても体調不良等の緊急時に対応できる装置となっているか等）












５　個人情報の管理に関すること
	情報セキュリティ対策について（データの授受、保管、廃棄等の管理方法、アクセス管理、ログ管理、セキュリティ管理体制等）












６　委託料や利用料に関すること
	休止中の場合の委託料や利用料の滞納があったときの対応等を記載
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７　その他
	自社のセールスポイント及び本市に対しての有効な提案
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